
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [158,157円]
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定員管理の適正度
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [23.3%]
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将来負担の健全度
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度
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   （国との比較）
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勝浦町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力：財政力指数は上昇傾向にあり、平成16年度は0.23、17年度は0.24となり、類似団体平均値（１７年度0.25）と比
較するとほぼ平均といえる。上昇の要因としては財政の基盤となる基準財政収入額がわずかであるが徐々に伸び、反対
に基準財政需要額が行革による投資的経費の縮減などにより減少したことが要因となっている。行革を進めるなかで、事
業の厳格な見直しを検討し経費の節減を図るとともに、税の徴収率の向上（５年間で2.5％）を目標に徴収強化に取り組
む。
財政構造の弾力性： 財政の弾力性を示す経常収支比率は近年上昇傾向（１５年度（92.4）、１６年度（94.0））にあったが、
平成１７年度決算では89.5％と90％を下回った。この要因は、町独自で策定し平成１６年度から取り組んでいる行政改革
推進プラン、さらにこのプランの見直しを図った平成１７年度の集中改革プランで、職員数の削減（平成１６～２０年度まで
に15％減）、報酬や給料の独自カット、そのほか様々な行政経費の節減などで対応してきた結果によるものといえる。そ
のほか行政改革として進めている事務事業の合理化や指定管理者制度の導入などで物件費の削減（年１％減）を目指
すとともに、平成１８年度で検討した使用料等の適正徴収を平成１９年度から実施していく。
公債費負担の健全度： 平成１７年度から公債費負担の健全度を示す実質公債費比率は、その率が１８％（３年平均）を
超えると起債借入に対する県の「許可」が必要となるもので、勝浦町の平成１７年度（１5年度から１７年度の平均）実質公
債費比率は23.3％とはるかに上回っている。公債費の償還は１６年度がピークであり、徐々に減少していくが、１７年度か
ら公債費負担適正化計画を策定し 平成１７年度には減債基金の積立 平成１９年度では高率地方債の繰上償還を検

定員管理の適正度： 勝浦町の職員数は平成１２年度当初の１０２名（公営企業除く）から行革を進めた結果、平成１６年度
では９１名、１７年度では８３名,更に平成１８年度当初には７８名となり予想より早く人員削減を進めることとなった。これは、
町独自で定めた平成１６年度からの職員数１５％削減、更に集中改革プランで定めた１７年度からの5％削減といういずれ
の目標も達成している。
給与水準の適正度： ラスパイレス指数は、平成１７年度は92.6と類似団体の平均値を下回っていたが、平成１８年度は93.7
とわずかに上回る結果となった。平成１７年度については、給料5％の独自カットが影響したもので、今後、公務員給与制度
の見直しとも併せ適正な給与体系に努めていく。
将来負担の健全度： 平成１６年度にピークを迎えた公債費の償還は、平成２年に過疎の地域指定を受けるなど、いわゆる
バブル期の多額な投資とその起債が現在の公債費の上昇に起因している。行政改革や集中改革プランで、地方債発行額
の抑制に努め、将来の負担軽減を図っている。
人件費・物件費等の適正度： 平成１２年度の新行政改革大綱、平成１６年度の行政改革推進プランにおいて人員削減、経
費節減、あるいは事業の見直しなど適正な行政経費の支出を見直し検討してきた結果、類似団体の中でも平均より大幅に
適正化されており、平成１８年度の普通交付税行革インセンティブ算定でも、多額の交付税が算定されることとなった。


